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一部のデジタル家電で在庫調整の動きがあり、
国内需要が鈍化傾向をたどるなか、電子基板用薬品の
新製品開発と販売拡大に注力しました。
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財務ハイライト

トップインタビュー　株主・投資家のみなさまへ

代表取締役社長

前田 和夫
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36期の業績概況は？

　当期の世界経済を概観しますと、前半は中国を中心とするアジ
ア経済の拡大や、米国の経済回復などにより、設備投資や個人消
費は比較的順調に推移しました。しかし米国大統領選挙の行われ
た中盤以降は景気の踊り場に入り、原油価格の高騰や雇用状況の
不透明感も顕在化しました。電子機器産業においても、車搭載機
器の伸張は続いたものの、一部のデジタル家電では在庫調整の動
きがあり、需要が鈍化傾向をたどりました。
　そのため電子基板市場は、前半は全体として好調でしたが、後半にな

ると、分野間、企業間の好不調の格差
が明確化しました。また、パッケージ基
板やポリイミドベース基板等の高密
度多層電子基板以外では、生産拠点
の中国への流出が顕著になりました。
このような状況の下、当社におきまし

ては、電子基板用薬品の新製品開発とその販売拡大に注力しました。
　その結果、当期の連結売上高は６０億１２百万円（前期比2.8％
増）、同経常利益は１０億５１百万円（前期比11.1％増）、当期純利益
は６億７６百万円（前期比14.9％増）となりました。

MPUパッケージ基板向けCZ-8101をはじめ、
汎用多層基板向けBOシリーズ、ポリイミドベース基板用
CHシリーズの拡販が好調です。

製品別業績の概況は？

　品目別売上構成の
推移を連結ベースで
見ますと、当社の主力
製品である薬品の比
率が年々上昇してお
り、当期において全体
の91.0％を占めまし
た。なかでも銅表面処
理剤の比率が上昇し、全薬品に占める割合は68.1％となりました。
販売面に関しては、ＭＰＵパッケージ基板向け次世代超粗化剤の
CZ-8101の拡販が好調で、従来品のCZ-8100との売上げ比率は
ほぼ１：３にまで上昇しました。また、汎用多層基板向けの黒化処理代
替薬品ＢＯシリーズについては、有力顧客へ向けて量産体制に入り、

事業投資のための内部留保を充実させながら、
安定的な配当も重視してまいります。

今後の配当政策については？

アジア市場を中心に「メックグループの販売力強化」を
進めるとともに、ポリイミドベース基板向け製品の
さらなる拡販に努めていきます。

今後の事業展望については？

　今後の事業展開については、「メックグループの販売力強化」を
テーマに、日本、中国、台湾、韓国をひとつのアジア市場ととらえて経
営資源を集中させていきます。また従来から力を注いできたポリイ
ミドベース基板製造用薬品のさらなる拡販に努めていきます。この
ほか近い将来に大きさが0.4ｍｍ×0.2ｍｍという非常に小さな部品
を搭載するため高精細化が進んでいる一般電子基板や、これからま
すます需要拡大が期待される金メッキ仕上げの電子基板向け製品の
開発にも注力したいと考えています。株主の皆さまにおかれまして
は、今後とも一層のご理解、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

Q
　当社は、ユビキタス社会の実現に向け、社会に対する責任を果た
し、社会から信頼される企業であり続けることが重要であると認識し
ています。そのため企業統治（コーポレート・ガバナンス）を強化しな
がら、継続的な取り組みにより企業価値の増大をはかっています。そ
の一環として現在、ＣＳＲ（企業の社会的責任）に関する理念を明示し
たＣＳＲ憲章を作成中です。また、社会との良好な関係を保ちつつ、環
境保全への取り組みを効率的、効果的に推進していくことを目的に、
環境会計の導入も進めています。

ＣＳＲ憲章の制定や環境会計の導入に着手したほか、
コーポレート・ガバナンスの強化を目的とした、
継続的な取り組みを行っています。

企業価値を高める取り組みは？Q
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※平成16年5月20日付で、1株につき、2株の株式分割を実施いたしました。株式分割が平成12年4月1日に実施されたものとして遡及
　修正を行った場合の数値としています。

一株当たり当期純利益※  （単位：円）
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高細線ポリイミドベース基板用薬品ＣＨシリーズについても新規採
用があり、下半期に入っても好調に推移しました。今後、さらなる拡販
を進めていく方針です。

　当社としましては、「さらなる発展と成長」という株主の皆さまのご
期待にできるだけお応えしたいと考えております。したがって配当政

策につきましては、事業投資のための内部留保を充実させながら、安
定的な配当を継続してまいります。また、当社は長期的展望に基づい
て事業規模の拡大を図っておりますが、そうした当社を長い目で見
ていただける株主の皆さまを大切にするとともに、配当政策につい
ても検討してまいります。

Q

Q

Q



CZ-8100で
処理された銅表面

CZ-8101で
処理された銅表面
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strategy-1製品戦略と研究開発

ポリイミドベース基板

ニーズを取り込みシーズを発信する
      　　　　メックのマーケティング体制

取締役兼専務執行役員　内野 登一

電子基板メーカーのみならず、エンドユーザーの
要求品質や最新技術もウォッチしながら、
開発スピードの向上をはかっています。

　これまで世界の電子基板業界市場において、銅の表面処理を核
にした技術力でオンリーワン、ナンバーワンの領域確保を進めてき
た当社にとって、研究開発は競争力の源泉です。そのためこれまで
一貫して単体売上高の約10％を研究開発費に投入してきました。
さらには顧客ニーズをいち早く把握し、シーズを発信するため、
マーケティング手法を取り込んで、電子基板メーカーのみならず、
電子基板を使用するエンドユーザーや半導体メーカーの要求品質
や最新技術をウォッチする体制で臨んでいます。また自社技術のす
そ野を広げ、開発スピードの向上をはかることを目的に、大学や研
究機関、企業との共同開発にも積極的に取り組んでいます。

「界面創造」という技術コンセプトのもと、
電子基板以外のデバイス向けの製品開発にも
積極的に取り組んでいます。

　当社ではこれまで技術的な最先端領域である高密度電子基板向
け、とりわけMPUパッケージ基板向けの製品開発などを通じて蓄積
してきた技術・ノウハウをベースにした、事業領域の水平展開を中長
期的な視野から推進しています。また「界面創造」という技術コンセ
プトのもと、電子基板以外のデバイス向け製品開発にも積極的に取
り組んでおり、その結果、当期の新製品開発につきましては、３５件の
特許を出願しました。

高精細基板向け薬品で培った技術の「水平展開」

粗化によらない高密着を実現させる技術を開発。
やがて到来する「フラット」の時代に向けた
取り組みを進めています。

　これまでパッケージ基板で行われてきた最先端の表面処理で
は、銅の表面を粗化する技術が主流でしたが、当社研究所では、粗
化によらない高密着を実現させる技術を開発。現在、その実用化を
めざした取り組みが進んでいます。ＭＰＵの性能がより高くなること
から、パッケージ基板に
用いる表面処理は「粗
化」から「フラット」の時
代が来ると予想されて
います。

粗化密着から高精細対応へ

黒化処理代替薬品BOシリーズの量産化に向けて始動。
市場拡大が続く中国では、現地の要求に即した
製品の開発に注力します。

　汎用基板についてもできるだけ付加価値の高い製品を提供する
との方針に基づき、当社では多層電子基板の一括積層を行う黒化
処理代替薬品のBOシリーズを開発。当期はその量産化に向けて動
き出しました。また急激な市場拡大が続く中国では、多層基板の需
要が拡大していますが、これに対応して研究・製造の人材を派遣し、
現地の要求に即した品質と価格の製品開発に注力してまいります。

汎用多層電子基板向け薬品の開発

需要の急拡大が進むポリイミドベース基板向け
市場において、本格的な拡販と製品の充実化に
取り組んでいます。

　現在、国内市場を中心に液晶・PDP薄型テレビ、デジタルカメラ、
携帯電話等に搭載する、屈曲可能なポリイミドベース基板の需要が
急拡大しています。当社ではこれに先駆けて開発したポリイミド
ベース基板向け製品の本格的な拡販と製品の充実化に取り組んで
います。現在の量産タイプの基板はもっとも細かいもので配線ピッ
チが５０ミクロンですが、今後さらに高精細
化が進めば、当社製品のビジネスチャンス
のさらなる拡大が期待されます。

ポリイミドベース基板向け製品の開発
合計

5,474百万円

薬品別売上構成比

銅表面処理剤
68％
3,728百万円

フラックス剤
15％

822百万円

防錆剤
10％

559百万円

その他 
2％
112百万円

メタルレジスト剥離剤 
5％

251百万円

パッケージ基板のさらなる多層化、高精細化が進むなか、
次々世代のパッケージ基板製造用薬品等の
開発にさらに注力します。

　当社がこれまで中長期的に推進してきた事業戦略のひとつに「高
付加価値製品の開発」があり、おもに国内市場に向けて、高密度基

板市場をリードする新製品の開発と拡販に努めてきました。その成
果として当期は、高密度基板向けCZシリーズの新製品をはじめ、配
線パターンの高密度化に対応するポリイミドベース基板向けCH シ
リーズなどの普及拡大が進みました。今後の市場の動きとしては、次
世代半導体「セル（Cell）」やデュアルコアプロセッサの量産体制が来
期以降に始まる見込みで、これらデバイスを搭載するパッケージ基
板もさらに多層化、高精細化していきます。これを当社製品の需要
が増大するチャンスと見て、次々世代のパッケージ基板製造用薬品
や最終仕上げ銅表面保護剤の開発にさらに注力してまいります。

国内高密度基板市場での戦略
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メックグループ 代理店

5

中国を中心とする東アジア市場に経営資源を集中させ、
安定した製品を適正価格で大量に供給する
事業展開を進めてまいります。

strategy-2グローバル戦略

グループ拠点

メックヨーロッパ

アメリカ

メック台湾
韓国

メック珠海
メック中国（蘇州）

メック香港
シンガポール

電子基板生産の
　　アジアシフトに対応した営業戦略

取締役兼常務執行役員　平川 洋一

　当社のアジアにおける製造・販売拠点として、メック台湾のほか、
珠海や蘇州をはじめ、中国国内に三拠点、販売拠点としては韓国に
加えて、シンガポールを中心にマレーシア、タイ、フィリピンといった
東南アジア地区で、おもに代理店を通した販売活動を行っていま
す。当期はこうした海外子会社、代理店への人材面を中心とした販
売力強化と技術支援に注力しました。
　なかでも中国へは、世界中から電子基板メーカーが集まり、特に

広東省を中心とした「華南」と呼ばれる地域では中国全域の電子基
板生産の約７割を占めるとともに、各メーカーが薬品等の関連資材
の現地調達を進めています。当社はこの地に販売拠点として1996
年に「メック香港」を、2002年には生産・販売拠点として「メック珠
海」を設立し、2004年5月から操業を開始しました。一方、電子基板
の巨大市場となりつつある「華中」地域の蘇州においても、生産・販
売拠点として2001年に「メック中国（蘇州）」を設立。こうして広東
省とその周辺の華南地域は、メック珠海とメック香港が、それ以外の
上海をはじめ、杭州、無錫、大連、天津、北京などの地域はメック中国
（蘇州）がカバーするという「中国二極体制」を形成することで、中国
の現地ニーズに柔軟に対応する体制が整いました。

長期的な視野から現在好調な中国市場以外にも
目を向けながら、グローバルな顧客の動向に
柔軟に対応していきます。

　汎用多層電子基板用製品における海外シェア拡大も当社の重要
な事業戦略テーマであり、この戦略に基づいて製品開発と拡販に
努めた結果、海外売上げ比率は前期40.1％から、当期はアジア、と
りわけ中国市場の伸びによって45.0％を占めるまでになりました。
中国市場以外では、日本に次ぐ高密度基板を生産している台湾の
ほか、世界的に有名なメーカーがある韓国についても年々売上げ
上昇の方向にあり、今後ともさらなる市場深耕に取り組んでまいり
ます。このほかベルギーに生産・販売拠点を置く欧州市場では、車
載用基板を中心としたドイツで需要拡大が期待できるほか、トルコ、
ロシア、ベラルーシといった国々で安定した需要が継続していま
す。今後も中国を含めた東アジアへの積極投資を進める方針に変
わりはありませんが、他地域も含めグローバルにアンテナを張りな
がら、世界各地の市場や生産拠点の動向をキャッチして、顧客の動
きに柔軟に対応していきたいと考えています。

海外汎用基板市場での戦略

合計
6,012百万円
売上高海外比率
45.0％

地域セグメント別売上高と海外比率

日本 
3,460百万円

アジア
1,911百万円

ヨーロッパ
640百万円

　中国国内における製品別の概況を見ますと、世界の生産工場として
発展した中国の原動力にもなった「華南」地域では、汎用電子基板向
けの銅表面処理剤、最終処理のフラックス剤や防錆剤といった、当社
でいえば従来品の需要が高いのが特色となっています。一方、上海や
蘇州を中心とした「華中」地域においては、台湾系や日系の企業に加
え、近年になって欧州からも高密度多層電子基板のメーカーが進出し
てきており、こちらではCZシリーズを中心とする銅表面処理剤の需要
が高くなっています。当社の事業戦略としましては、東アジアでの顧客
開拓に経営資源を集中させるとともに、中国市場へ安定した製品を適
正価格で大量に供給することを基本とした事業展開をはかるため、現
地のニーズに即した製品開発にも注力していくことになります。
　当期から稼働を開始した珠海工場におきましては、当社の既存の
お取引先である技術力の高い日系企業を中心にした製品供給に重
点を置きながらも、立ち上げ当初は台湾や蘇州、日本から原材料の
供給を受けていました。それが現在では原材料を現地で調達し、生産
するという体制が確立し、月産200トン前後の安定した生産を続け
ており、次なるステップとして販売力のさらなる強化に取り組んでい
ます。また、メック中国（蘇州）においても生産量のさらなる増大を進
めていく方針です。こうして中国における生産体制の拡充を進めるこ
とで、30％もの生産量の伸びを続ける中国という成長市場におい
て、着実に「ボリュームゾーン」の獲得をめざしてゆきます。

地域別電子基板生産額の推移
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（出典：N.T.INFO）

アジア 他

3,810
9,835
4,490
6,010
5,163
524

2004
4,802
3,845
10,130

5,350
8,053
6,283

551

2005
4,900
3,883
10,231

6,152

10,147

7,207

566

2006
4,950
3,922
10,354

6,583

11,770

7,988

582

2007
5,021
3,962
10,500

6,910

13,300

8,621

594

2008
5,122
4,000
10,710

7,327

14,763

9,147

606



デザインレビューフロー図

研究開発センターの組織

研究開発センター

研究・開発
技術サポート
品質管理
特許管理

テーマの決定：DR-0

製品化の第一関門であるテーマを決
定します。

87

新製品ができるまで

界面の可能性を創造する

品質マネジメントシステムのルールに従って
デザインレビューを実践。複数の顧客と協同体制を
とりながら品質をつくり込んでゆきます。

　近年、電子基板の高精細化や配線パターンの微細化が進んでく
ると、新製品開発において基板製造装置の寸法精度等まで考慮す
る必要が生じ、基板製造技術も踏まえた顧客との共同開発が必須
条件となってきました。そこで新製品開発では、製品が完成してから
顧客に提供するのではなく、ISOの品質マネジメントシステムの
ルールに従ってデザインレビューを実践。「DR-0：仕様決定」から
「DR-1：仕様確認」「DR-2：モニター・実験」と３段階の各フェーズ
で評価・判定を行い、DR-1の段階から複数の顧客と協同体制をと
りながら製品完成まで仕上げてゆきます。

新製品開発における高効率化への取り組み

新しい領域での表面処理技術を追究。
異種金属の選択エッチングのほか、樹脂の表面改質にも
取り組んでいます。

　これまで当社は銅表面処理技術を核として、主に高精細な電子基
板製造用薬品を開発してきました。現在は、そうして培った技術ノウ
ハウを応用し、「界面創造」をコンセプトに、銅に限らず他の金属や樹
脂にも広く目を向けて、新しい領域での表面処理技術を追究してい
ます。モノづくりでは異なる物質と物質の境界面が必ずといってい
いほど生じます。今後も界面の信頼性が求められる領域＝当社の活
躍する領域はさらに拡がってゆくものと確信しています。

コア事業の水平展開

ラインピッチの精細化に対応した製品づくりに取り組むほか、
自社技術の横展開をはかった取り組みにも注力します。

　近年から当社が力を注いできたポリイミドベース基板向け薬品
は、技術的にはほぼ確立した時期を迎え、今後はいっそう幅広い分
野での利用が期待されています。材料メーカーが増産をはじめる来
期（37期）夏ごろから本格的な量産体制に入るものと予測していま
す。今後はさらにラインピッチの精細化に対応した製品づくりに取り
組んでゆくほか、ポリイミドベース基板の技術領域で培った技術ノウ
ハウをリジッド基板でも転用。低コスト、高生産性を実現させる製品
開発など、自社技術の横展開をはかる取り組みにも注力してます。

ポリイミドベース基板の領域開拓

顧客の現場に密着し、顧客ニーズにきめ細かくお応えしながら、
製品分野の拡大に努めてゆきます。

　成長戦略としての高密度基板と汎用基板の二つの市場における
深耕と並行して、当社ではこれら既存市場の空白地帯を埋める事業
開拓にも積極的に取り組んできました。近年の事例では、多層電子
基板を積層する際の前処理工程で使用する黒化処理代替剤があり
ます。それまでこの工程は作業環境も悪く、かつて当社もまったく

手つかずの領域でしたが、それまで薬品と機械の一体提供を手が
けてきたノウハウをもとに、一からの開発に着手。既存の黒化処理
装置に薬液を入れ替えるだけで使用でき、コンベア処理により産廃
物や水の使用料も低減する環境にやさしい工程が実現しました。今
後とも顧客の現場に密着し、顧客ニーズにきめ細かくお応えしなが
ら、製品分野の拡大に努めます。

既存市場の「空白地帯」を埋める事業の推進

1

デザインレビュー(DR-0)：
仕様決定会議

R&D：DR-1

評価基準をクリアしているか確認し
ます。

2

デザインレビュー(DR-1)：
仕様確認会議

製品化：DR-2

顧客先で量産試験を行い、製品化の
是非を判定します。

3

デザインレビュー(DR-2)：
ユーザーでの設計妥当性確認会議



当期 前期
科 　 目

固 定 資 産
　有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 流 動 負 債

　無 形 固 定 資 産

　投資その他の資産

資 産 合 計

貸借対照表（要約） （単位：千円） （単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

固 定 負 債

負 債 合 計

資 本 合 計
負債、少数株主持分及び資本合計

支払手形及び買掛金
短期借入金
1年以内償還予定社債
1年以内返済予定長期借入金
未払法人税等
その他

長期借入金
その他

資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定

2005年3月31日現在 2004年3月31日現在

現金及び預金
受取手形及び売掛金
その他

建物及び構築物
建設仮勘定
その他 

連結調整勘定
その他

投資有価証券
繰延税金資産
その他

開業費

4,517,821
2,112,447
1,954,685
450,688
3,076,243
2,314,710
1,078,115
49,125

 1,187,468
87,344
28,837
58,507
674,188
255,509
16,994
401,684
　507
507

7,594,573

少 数 株 主 持 分

繰 延 資 産

5,046,702
2,684,932
1,829,314
532,454
2,945,460
2,285,752
1,056,607

8,198
1,220,946
117,088
16,548
100,540
542,619
301,801

̶
240,818

̶
̶

7,992,162

2,095,545
581,915
500,279
200,000
205,772
257,411
350,165
280,440
18,835
261,604
2,375,985
59,579

594,142
446,358
4,134,012
68,951

△ 84,457
5,159,007
7,594,573

1,578,205
606,348
552,518

̶
2,633
97,962
318,741
600,279
410,096
190,183
2,178,484
43,127

594,142
446,358
4,705,568
88,367

△ 63,886
5,770,550
7,992,162

当期 前期
科 　 目 2005年3月31日現在 2004年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）
科 　 目

連結剰余金計算書

当期純利益

配当金
役員賞与

446,358
446,358

3,667,007
588,861
588,861
121,856
101,856
20,000

4,134,012

446,358
446,358

4,134,012
676,749
676,749
105,192
76,392
28,800

4,705,568

（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）

当期 前期
科 　 目

営 業 外 費 用

特 別 損 失

経 常 利 益
特 別 利 益

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益
営 業 外 収 益

損益計算書（要約）
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

2003年 4 月 1 日から
2004年 3 月31日まで

　

　

為替差損
その他

生命保険解約返戻金
その他

役員退職慰労金
その他

5,848,410
2,254,103
3,594,307
2,540,671
1,053,635
　58,902
　166,244
117,424
48,818
946,293
　864

̶
 864
5,009

̶
5,009

6,012,536
2,325,719
3,686,816
2,623,958
1,062,857
72,817
84,010

̶
84,010

1,051,664
104,389
100,810
3,578
96,684
64,810
31,874

税金等調整前当期純利益
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
当 期 純 利 益

942,147
366,479
△ 24,591
11,398
588,861

1,059,369
268,085
104,625
9,909

676,749

（資本の部）

当期 前期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

2003年 4 月 1 日から
2004年 3 月31日まで

資 本 剰 余 金 期 首 残 高
資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高
利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

9 10

売上総利益

大型機械の仕入と原料購入の増加（日本）によるものです。
支払手形及び買掛金Point 5

金融機関からの借入金増加によるものです。
短期借入金Point 6

当期は役員退職慰労引当金認容による税額減少によるものです。
未払法人税等Point 7

前期に比べ増益となったことが主な要因です。
現金及び預金Point 1

機械売上の減少によるものです。
受取手形及び売掛金Point 2

投資有価証券
株式時価上昇による期末評価額の増加（日本）によるものです。

Point 3

前期はメック珠海の開業費です。
開業費Point 4

薬品の売上高は伸びたものの売上総利益率が下がったため、全体の売上総利
益率も若干低下しました。

Point 9

売上高
前期に比べ1億64百万円（2.8％）の増収となりました。うち薬品売上は54億
74百万円で、前期比も3億51百万円（6.9％）増加となりました。

Point 8

前期より9百万円（0.9％）の増益となりました。
営業利益Point 10

為替の影響により前期より1億5百万円（11.1％）の増益となりました。
経常利益Point 11

当期純利益
前期に比べ87百万円（14.9％）の増益となりました。

Point 12

1 5
6

7

8

9

10

11

12

2

3

4

連結財務諸表



（単位：千円）

Point 14

Point 15

13 15

14

連結財務諸表 個別財務諸表

△ 242,629
430,000

△ 567,526
̶

△ 5,596
̶

△ 100,192
̶

6,028
△ 5,342
△ 45,727
438,220
1,273,544
1,711,764

△ 54,534  
575,289

△ 522,881 
400,000    

△ 223,923    
△ 200,000   
△ 77,163
△ 1,388    

 ̶     
△ 4,467    
14,300   
343,284    
1,711,764   
2,055,048 

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増加額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

短期借入れによる収入
短期借入金の返済による支出
長期借入れによる収入
長期借入金の返済による支出
社債償還による支出
配当金の支払額
少数株主への配当金の支払額
少数株主からの払込みによる収入
その他

当 期 前期
科 　 目 2005年3月31日現在 2004年3月31日現在科 　 目

連結キャッシュ・フロー計算書

875,072
942,147    
216,491    
2,571  

△ 14,130    
3,390  

△ 10,191    
△ 7,257    
17,345 

△ 188,850    
△ 20,000    
△ 86,055    
△ 22,769    
197,828    
1,030,518  
10,161 

△ 17,525    
△ 148,081   
△ 148,494    
△ 450,683    
537,484    
△ 13,544    
△ 196,735    

2,250
  ̶   
 ̶     

△ 34,564    
15,174   
△ 7,875   

631,440
1,059,369 
239,642 
12,910   
1,520

△ 248,780    
△ 14,790   
△ 100,810 

14,165  
134,998    

△ 100,117    
20,382 

△ 28,800    
77,126 

1,066,815   
15,064

△ 15,690   
△ 434,750    
△ 247,921   
△ 896,743   
677,512   
△ 13,583   
△ 179,592   

7,169
△ 61,100   
△ 19,523   

 ̶ 
255,962   
△ 18,023   

当期 前期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

2003年 4 月 1 日から
2004年 3 月31日まで 科 　 目

当期 前期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

2003年 4 月 1 日から
2004年 3 月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

当期 前期
科 　 目

流 動 資 産

固 定 資 産
　 有 形 固 定 資 産

　 無 形 固 定 資 産
　 投 資 そ の 他 の 資 産
資 産 合 計

貸借対照表（要約）

2005年3月31日現在 2004年3月31日現在

現金及び預金
売掛金
原材料
繰延税金資産
関係会社短期貸付金
未収法人税等
未収消費税等
その他

建物
その他

3,389,001
1,316,061
1,029,716
97,004
66,592
116,010

̶
̶

763,613
3,204,995
2,033,682
943,803
1,089,876
57,481

1,113,830
6,593,996

3,547,793
1,600,184
981,102
109,789
50,172
83,250

̶
1,135

722,155
3,027,495
1,999,084
903,465
1,095,618
99,100
929,310
6,575,288

（資産の部）

買掛金
短期借入金
1年以内償還予定社債
1年以内返済予定長期借入金
未払金
未払法人税等
未払消費税等
その他

利益準備金
任意積立金
当期未処分利益

1,813,857
140,228
430,000
200,000
200,000
109,980
167,880
34,869
530,896
251,980
2,065,837

　
594,142
446,358
3,418,706
63,557

2,900,125
455,023
68,951

4,528,158
6,593,996

流 動 負 債

固 定 負 債
負 債 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金
資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

1,233,969
180,185
380,000

̶
̶

90,885
26,696

̶
556,201
454,010
1,687,980

　
594,142
446,358
3,758,439
63,557

3,100,000
594,881
88,367

4,887,308
6,575,288

（負債の部）

（資本の部）

科 　 目

損益計算書（要約）

4,490,891
1,874,745
2,616,145
2,005,232
610,913
　69,728
130,506
550,135

176
73,044
477,266
240,664
△ 54,840
291,441
163,581
455,023

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

4,457,287
1,854,720
2,602,566
2,058,521
544,045
120,078
16,445
647,678
101,640
76,248
673,071
136,753
91,391
444,926
149,955
594,881

当期 前期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

2003年 4 月 1 日から
2004年 3 月31日まで 科 　 目

利益処分計算書

455,023
　

125
455,148

76,392
28,800

　
200,000
305,192
149,955

当 期 未 処 分 利 益
任 意 積 立 金 取 崩 高

計
利 益 処 分 額

任 意 積 立 金

計
次 期 繰 越 利 益

594,881 
  
̶

594,881
  

122,228
15,700

  
200,000
337,928
  256,953 

当期 前期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

2003年 4 月 1 日から
2004年 3 月31日まで

税金等調整前当期純利益
減価償却費
貸倒引当金の増加額
賞与引当金の増減(△)額
役員退職慰労引当金の増減（△）額
受取利息及び受取配当金
生命保険解約返戻金
支払利息
売上債権の増加額
たな卸資産の増加額
仕入債務の増減(△)額
役員賞与の支払額
その他
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額

定期預金の預入れによる支出
定期預金の払戻しによる収入
投資有価証券の取得による支出
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出
関連会社株式の取得による支出
保険積立金の積立による支出
保険積立金の払戻による収入
その他

特別償却準備金取崩額

配当金
役員賞与金

別途積立金

11 12

Point 13
営業活動の結果得られた資金は6億31百万円（前期比2億43百万円減）となり
ました。これは主に税金等調整前当期純利益が10億59百万円（前期比1億17
百万円増）計上されたこと、及び売上債権が減少（前期比3億23百万円増）し、資
金増加に貢献したものの、資金減少要因として役員退職慰労引当金が減少（前期
比2億52百万円減）したこと、法人税等の支払額が前期と比べ2億86百万円増
加したこと等により、資金の増加が一部相殺されたことによるものです。

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は2億47百万円（前期比99百万円増）となりまし
た。これは主に保険積立金の払戻による収入が2億55百万円あったものの、資
金の減少要因として定期預金の預入・払出の差額が前期と比べ3億6百万円増
加したこと等によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は54百万円（前期比1億88百万円減）となりまし
た。これは主に借入金が全体として2億28百万円増加したものの、社債の償還
による支出が2億円あったこと、及び配当金の支払額が77百万円（前期比23百
万円減）あったこと等によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フロー

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

（単位：千円） （単位：千円）



会社概要

会社概要

商 号
本 社 所 在 地

設 立 年 月 日
資 本 金
事 業 内 容

メック株式会社
兵庫県尼崎市昭和通3丁目95番地 
アマックスビル
1969年（昭和44年）5月1日
594,142,400円
電子基板製造用薬品、機械装置及び
各種資材の製造販売

東京営業所
東京都立川市栄町6丁目1番1号 立飛ビル7号館7階
TEL.（042）538-1080（代）　FAX.（042）538-1090
新潟営業所／長岡工場
新潟県長岡市西陵町221番地36
TEL.（0258）47-2490（代）　FAX.（0258）47-2492
西宮工場
兵庫県西宮市鳴尾浜2丁目1番19号
TEL.（0798）46-8588（代）　FAX.（0798）46-8688
研究所
兵庫県尼崎市東初島町1番地
TEL.（06）6401-8170（代）　FAX.（06）6401-8172

2005年6月23日現在 2005年6月23日現在 2005年3月31日現在役員

国内事業所

株式状況 2005年3月31日現在株式分布状況

大株主

メック台湾［台湾美格股　有限公司］
中華民国台湾省桃園縣蘆竹郷内　村内渓路15號
TEL. 886-3-324-3455  FAX. 886-3-324-5228
メックヨーロッパ［MEC EUROPE NV.］
Kaleweg 24-26, B-9030 Gent, Belgium
TEL. 32-9-216-7272  FAX. 32-9-216-7270
メック香港［香港美格有限公司］
香港九龍尖沙咀廣東道33號中港城第三座12　8室
TEL. 852-2690-2255  FAX. 852-2690-2262
メック珠海［美格精細化工（珠海）有限公司］
中華人民共和国広東省珠海市三　科技工業園
TEL. 86-756-7622328  FAX. 86-756-7622628
メック中国（蘇州）［美格特殊化学（蘇州）有限公司］
中華人民共和国江蘇省蘇州市蘇州工業園区蘇虹西路155号
TEL. 86-512-6745-1990  FAX. 86-512-6745-1993

海外連結子会社

代 表 取 締 役 社 長
取締役兼専務執行役員
取締役兼常務執行役員
取 締 役

執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

監 査 役 ( 常 勤 )
監 査 役 ( 常 勤 )
監 査 役

前 田 和 夫
内 野 登 一
平 川 洋 一
岩 倉   襄

溝 口 芳 朗
神 田 　 寛
三 田 　 明
松 下 太 郎
北 村 伸 二
中 川 登 志 子

藤 山 正 人
高 岡 　 忠
関 川 正 之

前田　耕作
川邊　　豊
小林　義雄
小垣　　守
腰高　　修
日興シティ信託銀行（株）（投託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口）
ゴールドマンサックスインターナショナル
前田　和夫
（有）ケイ・エム・ビジネス

959
924
849
725
641
580
518
359
325
300

9.42
9.07
8.34
7.12
6.29
5.69
5.08
3.53
3.19
2.94

発 行 済 株 式 総 数
株 主 数

10,185,696株

1,425名

持株数（千株） 議決権比率（％）株主名

株価の推移

13 14

（円）

株式の状況

当社への出資状況
合計

10,185千株

持株数別株式分布の状況

所有者別の株主数

合計
2.422名

金融関係
1,787千株

外国法人
1,302千株

その他国内法人
480千株

個人その他
6,614千株

その他国内法人
27名

金融関係
26名

外国法人
22名

個人その他
1,350名

合計
1,425名

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0 2005/52005/32005/12004/112004/92004/7




